















学位授与年月日 平成 12 年 1 月 4 日




























とを目的とした。第 1 章第 1 節では、メディア利用の授業実践における学習形態の変遷を明らかにした。分析の対象
47 
は、教育工学関連の学術雑誌「日本教育工学雑誌J I教育メディア研究J (旧「視聴覚教育研究J) に掲載された最近20
年 (1978"-'97年)の論文470編のうち、小・中・高校生を対象としたメディア利用の授業実践論文43編である。分析の
結果、年々相互学習を行う実践が増加していること、特に後半の10年で大きく増加しているという実態を明らかにし
た。次に第 1 章第 2 節では、この10年間 (1988"-'97年)に行われたメディア利用と相互学習による教育・学習実践を分
析し、実践の現状を把握した。分析の対象は、前出の論文誌に「日本教育工学研究報告集J を加えたものから抽出し
た、小・中・高校生を対象としたメディア利用と相互学習による実践論文40編である。各実践を授業構成要素という視


















第 3 章では、メディアのはたらきから、相互学習との関連性について考察を行った。第 3 章第 1 節では、メディア
のコミュニケーション機能に着目し、それにより相互学習が成立するとともに、最近の通信系ネットワーク機能が相
互学習における学習者集団の範囲を拡大していることについて論じた。第 3 章第 2 節では、メディアは教師のはたら
きを拡大・代行できることに着目し、メディアに相互学習支援機能を持たせることで、学習者相互のコミュニケーシ




第 4 章では、メディア利用と相互学習による意思決定学習をデザインし、実際の実践を通して評価した。第 4 章第
1 節では、意思決定は内省活動と大きく関わっていることから、メディア及び相互学習が学習に有効に作用するであ
ろうことを論じた。また、開発したメディア(ハイパーカード)教材や実践デザインの具体的な詳細について説明し
た。第 4 章第 2 節では、開発した学習の有効性を検証するために実際に行った実践の様子と評価のためのデータ収集

















係を円滑にするような集団作りを心がけていたことなどが示唆された。第 5 章第 2 節では、戦争によって一時中断し
た大正自由教育期の相互学習が、戦後の名人教師斎藤喜博によって再興され、さらに斎藤喜博が校長を務める島小学









第 6 章第 1 節では、本論文での研究の成果をまとめた。第 6 章第 2 節では、本論文では追究できなかった点一一相
互学習に限定せず一斉学習・個別学習など研究範囲を拡大するとともに相互学習研究を深化させること、得られた知
見を新しい学力観に立つ教育・学習実践へ適用させていくこと、研究方法論について再検討すること、などーーを今
後の研究課題として展望した。
論文審査の結果の要旨
本論文は、教育・学習の方法としてメディアを利用する授業実践において相互学習という学習形態を採ることの意
義や可能性について追究するとともに、それをより効果的に実現するための実践デザインや指導法等について検討す
ることを試みた業績である。
この論文は次の 2 点に研究としての独自性と新規性が認められる。第一に、教育方法学・教育工学・教育心理学等
複数の領域における研究知見を統合して実践デザインを提案するとともに、実際の教育実践を通して実証的に検証し
ている点である。第二に、過去の教育実践記録分析という歴史的なアプローチを行うことにより、相互学習を個別学
習や一斉学習という異なる指導法との有機的な関係から把握しようとしている点である。
また、学位論文公聴会においては、論文提出者は主査・副査及び参加者の意見を真撃に受け止め、質問に対して的
確に回答した。
以上のことから、本論文は博士(人間科学)に十分に値する業績であるといえる。
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